
資料１－５

治水事業等の現状と課題

平成１９年１月３１日
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災害に対して脆弱な国土

日本は氾濫域に人口、資産が集中

大阪湾
（芦屋市～大阪市）

居住人口 138万人

伊勢湾
（川越町～東海市）

居住人口 90万人 居住人口 176万人

東京湾
（横浜市～千葉市）

■：T.P.±0m以下
■：朔望平均満潮位以下
■：計画高潮位(HHWL)以下

全国合計 ５３９万人

（うち三大湾 ４０４万人）

ゼロメートル地帯には全国で
約５４０万人が居住

※人口は朔望平均満潮位以下の数値

平成７年～平成１６年
水害・土砂災害の発生状況

平成７年～平成１６年
水害・土砂災害の発生状況
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約１０％人口率

面積率

※イングランド
＋ウェールズの割合
（スコットランド・
北アイルランドを除く）

過去１０年間に９８％以上の市町村で
水害・土砂災害が発生

・・・氾濫域 ・・・その他の区域

洪水時の河川水位より低い
日本の都市

日 本

イギリス

アメリカ

迫る大規模地震の脅威

今後５０年以内

に５％の確率で

一定の震度以上

の揺れに見舞わ

れる領域

先進諸国と比べ低い治水安全度

アメリカ
（ミシシッピー川）

イギリス
（テムズ川）

オランダ ～～

1回／500年 1回／1,000年

1回／10,000年

堤防整備率88.5%（2003年）

高潮対策 完成（1983年）

高潮対策 完成（1985年） ～

1回／1,250年1回／200年

大河川デルタプラン整備率95%

洪水対策 完成

計画規模※

※ 計画対象洪水の発生確率

日本 氾濫防御率60%（2005年）

当面の目標
１回／３０年～４０年（大河川）
時間雨量50mm相当（中小河川）

フランス
（セーヌ川）

完成（1988年）

1回／100年
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気候変動の影響に伴い、大規模豪雨災害が頻発①

（棟）
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・これまでの記録を超える梅雨期の集中豪雨や10個の台風
上陸等により、全国各地で水害・土砂災害が頻発

・死者・行方不明者240名、浸水家屋199,371棟

・首都圏で時間雨量100mm以上、

九州南部で総雨量1,000mm以上の豪雨

・死者・行方不明者数41名、浸水家屋32,581棟

半地下ビルの浸水状況

東京杉並区（平成１７年９月）

・九州南部では昨年に続き

総雨量1,000mm以上の豪雨

・死者・行方不明者数42名、

浸水家屋25,8044棟

○新潟豪雨（日最大雨量を更新）

鹿児島県大口市
大口 1122㍉

宮崎県えびの市
えびの 1281㍉

600 700 800 900 1000
ミリ

600 700 800 900 1000
ミリ

川内川

○各都道府県の被害棟数

全国各地で被害
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平成１７年

（下井

降り始めからの時間→

時間雨量
（下井草観測所）

神田川の当面の
整備目標（50mm/h）

時間最大１１２mm/hr

平成１６年７月１３日
新潟・福島豪雨
４２１ｍｍ／日

昭和３６年の過去最大
３４２ｍｍ／日

７月豪雨

７月豪雨による土石流災害
台風１４号の豪雨による土石流災害

鹿児島県垂水市（平成１７年９月）
長野県岡谷市（平成１８年７月）

鹿児島県湧水町（平成１８年７月）

平成１７年度 平成１８年度平成１６年度

○上陸した台風（１０個）の経路

台風16号 高潮災害（香川県高松市） 台風23号（兵庫県豊岡市：円山川）

○台風１４号による総雨量の分布

○台風１４号による総雨量の分布

大淀川支川大谷川
の越水による浸水被害

宮崎市下小松［しもこまつ］地区
（平成１７年９月）
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気候変動の影響に伴い、大規模豪雨災害が頻発②

１時間に５０ｍｍや１００mmを超す
集中豪雨が増加

年降水量は減少傾向、
少雨と多雨の変動幅が増大
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1. １時間降水量 ５５００ ㎜以上の降水の発生回数

2. １時間降水量 １００１００ ㎜以上の降水の発生回数
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H9～18

平均平均 55..11回回
平均平均 22..44回回

S62～H8

平均平均 22..22 回回

S52～61（回/年）

16

500

１時間降水量の年間延べ件数

（全国のアメダス地点 約1,300箇所より）
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資料）気象庁資料より作成
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平均平均 202000 回回

S52～61
H9～18

平均平均 313313 回回
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出典：「日本の水資源」（国土交通省土地・水資源局水資源部）に河川局が加筆

夏期の降雨が増大

７月降水量比
（2081～2100年平均値／1981～2000年平均値）

資料）異常気象レポート２００５（気象庁）を元に作成

１００年後の気候変化

出典：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
第三次評価報告書より

積雪が大幅に減少

農業環境技術研究所、井上聡、横山宏太郎、
1998、「地球環境変化時における降積雪の変動予測」から作成

気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）の動向

世界（陸域・海域）の平均気温が
1.4～5.8℃上昇

○三次報告書 ２００１年公表

100年後、世界の平均気温が1.4～5.8度上昇する
見通し(左図)

○四次報告書 現在取りまとめ中

（新聞報道より抜粋）

・地球の平均気温の上昇、氷雪の融解の増加などから、
地球温暖化は明白

・100年後、世界の平均気温が1～6.3度上昇する見通し

・4～5度上昇で、世界人口の5人に1人が洪水の被害に遭
う恐れ

・4～5度上昇で、世界で11～32億人が水不足に遭う恐れ
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水害に弱い資産が増加
→ 治水対策により浸水面積は減少したが、浸水面積あたりの被害額は激増

社会条件の変化により、浸水した影響が深刻化①
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一般資産水害密度

昭和 平成

一般資産水害密度
（万円／ha）

一般資産被害額(千億円)
宅地等の浸水面積(万ha)

１）被害額（万円）／浸水面積（ｈａ）　（平成１２年価格）
２）値は過去５箇年の平均値である
３）一般資産被害額及び水害密度には、営業停止損失を含む
４）国土交通省河川局「水害統計」より

１．０

４．8
４，６２２

１）

浸水面積

浸水面積あたりの
一般資産被害額

一般資産被害額

浸水面積あたりの １）

一般資産被害額
（万円／ｈａ）
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水害に弱い資産増加の事例（世帯あたりパソコン普及率）

一度水に浸かった電子機器は使用不可

平成12年9月 東海豪雨

断熱材が吸水し、使用不能な状態

水害被害額

平成１６年１０月 台風２３号（兵庫県豊岡市）

平成１６年７月 新潟・福島豪雨（新潟県見附市）

平成１６年７月 新潟・福島豪雨（新潟県中之島町）

（例）平成１６年台風２３号で円山川が破堤した
時のゴミ処理（豊岡市）

・１年半分のゴミが一度の水害で発生
・ゴミ処理に半年以上の期間

大規模な水害に見舞われると、
復旧・復興に多大な時間が必要

％



5

社会条件の変化により、浸水した影響が深刻化②

被災者に占める高齢者等の災害時用援護者の割合が増加

平成１６年７月１４日朝日新聞

被災者に占める高齢者の割合

６５歳以上
359人
(63%)

６５歳未満
208人
(37%)

出典：消防庁HPに掲載されている平成16年（2004）以
降の災害を集計（H18.9.21時点）

６５歳以上
３５９人
６３％

６５歳未満
２０８人
３７％

高齢者や保育園の園児等の災害時要援護者の被災が顕著

都市部で頻発する地下施設への浸水

平成１６年１０月 東京地下鉄麻布十番駅

Ｂ３Ｆホーム階

平成１５年７月 福岡市営地下鉄

洪水時には大量の流木やゴミが流出

海岸に漂着したゴミ及び流木の堆積状況

ダムに捕捉された大量の流木

注）国土交通省河川局調べ

《海岸》

約63万m3
（推計堆積量）

《ダム※》

約20～35万m3

（年間回収量）

※堰、農業用ダム等を除く。

橋に引っかかった流木

ゴミの不法投棄
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• H11福岡水害、H12東海水害
など都市浸水被害が頻発

• ヒートアイランド化等によ
り集中豪雨が頻発し、浸水
被害の危険性が増大

• 一部では宅地開発等により
設けられた調整池が埋め立
てられる等の問題も発生

H16.12 緊急提言
H16.12 豪雨災害対策緊急アクションプラン

H17.4 最終提言

平成１６年度の災害の特徴

集中豪雨が増加

・深刻な被害をおよぼす堤防決
壊が多発

・中小河川を中心に各地で被害

・高齢者等の避難の遅れ

・水防団や地域の防災力の低下

豪雨災害対策総合政策委員会
（土砂災害対策検討委員会）

・早期に災害安全度を高めるための整備の質的転換
・施設機能の維持管理の充実と危機管理体制の強化
・的確な判断・行動のための防災情報の充実
・地域防災力の再構築

H17.12 大規模降雨災害対策検討会（提言）

H18.1 ゼロメートル地帯の高潮対策検討会（提言）
８月末 ハリケーン・カトリーナによ

る甚大な高潮災害の発生

平成１６年度の災害を踏まえた対応
H17.7 水防法、土砂法改正

・中小河川における浸水想定区域図とハ
ザードマップ作成の義務化

・避難の目安となる特別警戒水位の設定

・土砂災害ハザードマップ等による土砂災害
情報の伝達方法、避難場所等の周知徹底

・土砂災害警戒区域内の高齢者、乳幼児等
が主に利用する施設への土砂災害情報の
伝達方法を市町村地域防災計画に規定

平成１７年度の災害を踏まえた対応

→ 新たな課題への対応が急務

河川行政の最近の取り組み①

洪水氾濫や土砂災害その
ものを発生させない対策

災害が発生した場合でも
被害を最小化する対策

これまでの水害・土砂災害対策

これまでの対策に加え新たに展開
・被害にあいにくい住まい方等への転換
・被害エリアの拡大を防止するための氾濫流制御
・迅速かつ確実な避難・救援の実現
・復旧・復興も考慮した施設機能の維持
・氾濫時等を想定した治水・砂防関係施設の整備等

具体的施策

・これまでの高潮計画に沿っ
て浸水を防止するための万
全の対策

・大規模浸水を想定した被害
最小化対策

・高潮防災知識の蓄積・普及
・高潮防災に関する更なる安

全に向けての課題の検討

具体的施策
ハリケーン・カトリーナによる災害を分
析することで得られる教訓を対策に反映

①これまでの高潮計画に沿って浸水防止
に万全の対策を講じるため、防護施設の
着実な整備および信頼性の確保に最も
重点を置くものの

②不測の事態に備え大規模な浸水を想定
した場合の被害最小化対策を講じること

・ゼロメートル地帯であるニューオーリンズ
市の80%が浸水

・浸水戸数１６万戸、死者 １，８００人

・昭和34年の伊勢湾台風を契機として高潮

対策を実施
・現在、３大都市圏のゼロメートル地帯に約

４００万人が居住
・今日的社会状況に照らした検証が必要

９月初め
総雨量1000mm、時間雨量100mmの大

規模降雨により水害・土砂災害が多発

・半地下ビルなどが浸水
・高水位が長時間継続
・被災経験のない箇所での内水被害
・広い範囲で土砂災害が発生
・大都市部の水害への備えや、

中山間地の警戒避難のあり方に課題

都市部における浸水被害の頻発

市街化の進展した都市部におい
ては、河道の拡幅、堤防のかさ
上げ、洪水調節ダム等の整備に
よる浸水被害の防止が困難

都市部を流れる河川の流域に
おいて、著しい浸水被害が発
生、又はそのおそれがあり、
かつ、河道等の整備による浸
水被害の防止が市街化の進展
により困難な地域

H15.6 特定都市河川浸水
被害対策法の制定

• 浸水被害対策の総合的な推
進のための流域水害対策計
画の策定

• 河川管理者による雨水貯留
浸透施設の整備、雨水の流
出を抑制するための規制等

特定都市河川及び
特定都市河川流域を指定

具体的施策
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ともすれば発信者側の情報や用語であった防災情報を
抜本的に見直し、受け手の立場に立ったものに改善

水系全体での土砂管理水系全体での土砂管理

水系全体での水量・水質管理

水系全体での栄養塩類の管理水系全体での栄養塩類の管理

森林・里山の保全森林・里山の保全

汽水域環境の保全汽水域環境の保全

 氾濫原の保全

生物の生息・生育環境の保全

地域の歴史・文化の創出地域の歴史・文化の創出

生活環境の向上
市街地における自然空間の保全市街地における自然空間の保全

生物の移動の確保生物の移動の確保

美しい風景の保全

河畔林・水害防備林の保全
河畔林・水害防備林の保全

快適な親水空間の確保快適な親水空間の確保

淵

礫河床

ワンド

水
田

瀬

瀬

水害防備林 

堰
堤

 

市街地

水域の連続性の確保

これからの川づくりの視点

河川行政の最近の取り組み②

・治水と環境を両立させた多くの事例をｊ実施
・しかし、場所毎の自然環境特性への配慮を

欠いていたり、他の河川をまねるだけの画
一的で安易な川づくりも多々見られる

「多自然型川づくり」レビュー委員会提言（H18.5）

・個別箇所の多自然から
河川全体の自然の営みを視野に入れた多自然へ

・地域の暮らしや歴史・文化と結びついた川づくりへ

・河川管理全般を視野に入れた多自然川づくりへ

・平成2年 パイロット的に取組を開始

・平成９年 河川法改正等
・現在 「多自然型川づくり」が川づくりの基本

経緯

「多自然型川づくり」から「多自然川づくりへ」

多自然川づくりへの転換河川管理のあり方

【河川の維持管理】
・常に状態が変化する自然公物であり、堤防等の品
質が不均一という特性を踏まえた維持管理が必要
・水門、排水機場等の修繕・更新費用の急増
・中小河川の管理水準は幅広、管理内容も多様
・河川環境に関する現状把握が不十分
・河川に対する多様なニーズ

「安全・安心が持続可能な河川管理のあり方」
検討委員会提言（H18.７）

【危機管理】
・近年、計画規模を超えた豪雨による堤防の決壊
等の重大な災害が頻発

背 景

【河川の維持管理】
・河川管理の具体的な内容を河川整備計画に記述
・河川維持管理計画及び河川維持管理実施計画
（川の安全・安心カレンダー）を作成
・維持管理の結果を評価・公表し次年度に反映す
る「サイクル型維持管理体系」の構築
・維持管理の計画のための基準である「河川維持
管理基準」を整備
・河川環境管理計画の充実とともに、河川環境を管
理するための具体的な目標の設定を推進

【危機管理】
・浸水しても停止しにくい排水機場の耐水化
・津波や大規模出水時の機能確保のための水門・
樋門の遠隔操作化、管理が容易な自動化
・現在の能力や計画規模を超える洪水に対応した
ゲート設備の改良や操作規則の変更
・河川の破堤による壊滅的な被害を回避するため、
排水機場等の運転ルールの実効性を確保

具体的な施策

防災情報体系の見直し

堤防の決壊破堤

川沿い沿川

○○川はん濫注意情報洪水注意報

○○川はん濫警戒情報洪水警報

改善後改善前

【用語の改善例】

河川管理者等から提供される防災情報が、
市町村職員や住民等の受け手側の的確な判
断や行動に繋がるものになっていない

洪水予報用、水防活動用、
施設管理用のそれぞれで、
水位がばらばらで混在

水防団待機水位

改善後

計画高水位

特別警戒水位

危険水位

はん濫の発生

通報水位

4
（危
険
）

2
（注
意
）

3
（警
戒
）

1

5

レベル改善前

はん濫の発生

はん濫危険水位

避難判断水位

はん濫注意水位警戒水位

危険度に合
わせて統一

洪水等に関する防災用語改善検討会提言（H18.6）

○その他の改善例

「土砂災害警戒避難に関わる前兆現象情報の活用の

あり方について」（H18.3）

避難勧告等の発令の遅れ、住民の自主避難の少なさ

警戒避難への前兆現象の活用可能性の検討

平常時、大雨時、大雨後の前兆現象の巡視・視点ポイ
ントを明確化。
○前兆現象に関する防災知識の普及

防災担当者、住民、小学生を対象とした効果的な
防災教育、啓発

○前兆現象研究の推進
災害時の前兆現象データを蓄積し、土砂災害発生と
その前兆現象の関係についての精度向上を図る研究
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○ 公共事業関係費については、これまでの削減により、
「構造改革と経済財政の中期展望」（平成14 年１月25 
日閣議決定）に示された目安を既に達成した。しかしな
がら、（中略）今後とも改革を継続し、更なる重点化・効
率化を図る必要がある。

○ このため、公共事業については、景気対策としてではな
く、真に必要な社会資本整備へと転換する必要がある。
その中で、今後、廃止・終了する事業や整備水準の上昇
も踏まえた事業分野ごとのメリハリ付けを強化するととも
に、あらゆる分野で官民格差等を踏まえたコスト縮減や
入札改革などを進め、重点化・効率化を徹底することに
より、これまでの改革努力（名目対前年度比▲３％）を基
本的に継続する。

○ その際、現在実施中のコスト縮減努力・・（略）・・・。

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006
（平成18年7月7日閣議決定）」 抜粋

公共事業関係費
▲３％～▲１％

▲5.6～▲3.9
兆円程度

16.1～17.8兆円程度18.8兆円公共投資

備考削減額
2011年度

（改革後の姿）
2006年度

厳しい河川事業予算

真に必要な事業への重点化、事業コストの官民格差是正による
効率化を徹底し、国と地方の公共投資の規模については、１９
年度において３％削減しなければならない。また、その後４年間
も、これまでの改革努力（年▲３％）を継続すべきである。

経済財政諮問会議「集中審議（公共投資改革）」
（平成18年11月10日）における民間議員ペーパー 抜粋

（別表）

◇平成２年度と比較して、国全体一般公共事業は０．９５倍
◇国土交通省全体一般公共事業はおよそ１．００倍であるが、

河川局予算は０．８６倍

国全体公共事業関係費 ６兆９，４７３億円

国土交通省一般公共事業費 ５兆３，８９３億円
うち河川局関係予算 ９，２３３億円

0 .8 0 0 0

0 .9 0 0 0

1 .0 0 0 0

1 .1 0 0 0

1 .2 0 0 0

1 .3 0 0 0

1 .4 0 0 0

Ｈ ２ Ｈ ３ Ｈ ４ Ｈ ５ Ｈ ６ Ｈ ７ Ｈ ８ Ｈ ９ Ｈ 10 Ｈ 11 Ｈ 1 2 Ｈ 13 Ｈ 14 Ｈ 1 5 Ｈ 16 Ｈ 1 7 Ｈ 18 Ｈ 19

河 川 局 予 算
（ 剰 余 金 等 除 ）

国 土 交 通 省 一 般 公 共 事 業 国 全 体 一 般 公 共 事 業

※ H 2を 1 .0 0と し た 場 合

○災害復旧関係事業は除いている。
○河川局予算には河川等関公、特定治水を含み、

各年前年度剰余金等を除いている。
○国土交通省予算について H12以前は建設省

予算であるが、H13に国土交通省予算として組
み替えされており、単純比較できないため、H13
以降は対前年度伸率見合いで比較している。

国土交通省
一般公共事業

国全体
一般公共事業

他局予算含む
河川局予算

一般公共事業と河川局予算の推移（当初国費ベース）一般公共事業と河川局予算の推移（当初国費ベース）

平成１９年度政府予算原案平成１９年度政府予算原案
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予防的対策への投資の減少

0

50

100

150

200

250

300

1 4 7 10 13 16 19 22 25 28 31 34 37 40 43 46 49 52 55 58 61 1 4 7 10 13 16

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

設置数（箇所）

累積施設数

設
置

数
（

箇
所

）

累
積

施
設

数
（

箇
所

）

維持・更新費の増大

高度成長期に集中的に整備した河川管理施設が今後更新
期を迎えることで、維持・更新費が増大し、さらに予防的な
対策に投資できる額が減少する見込み

河川事業予算の半分以上は後追い対応

◆河川事業予算（平成１８年度）

◆直轄河川事業 ◆補助河川事業

■近年災害対応
■予防対策

治水予算が減り続ける一方、近年の水害頻発により、大規模被
災箇所への事後的な対策に投資する割合が増加

大規模被災箇所への対応が増加

51%49% 33%

67%

26%

74%

8,684 8,881
9,170

9,626
9,937

10,235 10,366
10,109

8,933
8,550 8,458 8,348

7,070 6,846
6,299

6,025
5,374

408
326

402

362

462
489

727
867

810 1,627 1,712
1,437

1,383

1,168

1,030

780

1,011

9,091
9,206

9,572

9,988

10,399
10,725

11,093 10,977

9,743

10,176 10,169

9,785

8,453

8,014

7,329

6,804

6,386

4.5%

3.5%
4.2%

3.6%

4.4% 4.6%

6.6%

7.9%
8.3%

16.0%

16.8%

14.7% 14.6%
14.1%

15.8%

11.5%

16.4%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

■大規模被災箇所への対応（激特・床上・復緊）
■その他河川事業

（億円）

◇H10.8月豪雨
◇台風７号等

◇H16.7新潟・福島豪雨
◇H16.7福井豪雨
◇台風21～23号等

◇9月首都圏豪雨
◇台風14号

◇H18.7梅雨前線豪雨
◇台風13号

◇7月梅雨前線

15.8%

◇H11.8豪雨 ◇H12東海豪雨

◆予算全体に占める大規模
被災箇所対応費の割合

※河川事業当初予算（維持修繕を除く）

※維持修繕・ソフト対策等を除く 国費
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諮問要旨

１．災害が多発するなかで、戦略的かつ計画的な事業な
ど、災害を未然に防ぐ予防的対策への投資のあり方

・大都市が被災すれば、国家レベルの社会経済活動に深刻な影響
を与え、国家としての信頼性や国際競争力の低下等、我が国の
成長戦略に大きな支障。

・地方においては、災害により生じた深刻な社会経済的損失により、
地域の社会的、経済的な活動が従前の水準に回復しないおそれ。

・治水予算は平成８年をピークに半減。半分以上を被災地域への
事後的な対策に投資せざるを得ない状況。

・平成１９年度の予算の方向性を示す骨太の方針２００６では、
公共事業関係費は今後の５年間１～３％減。

・維持更新に要する費用の急増が見込まれる中、一定の投資が可
能なこの１０年間において、重点的な予防的対策の実施が必要。

２．ハード整備とソフト対策の役割分担のあり方

・堤防やダム、砂防えん堤等のハード施設については、当面の目
標に対してもまだ整備途上。

・ハザードマップの整備、防災情報の提供などのソフト対策は進ん
でいるが、土地利用誘導や盛土の規制などの対策はまだ不十分。

・災害時の避難しない住民が多数に上るなど、住民等の災害経験
の減少による危機意識が低下。

５．自然環境の保全・再生を目指した河川整備のあり方

４．地域の活性化の核としての河川の活用方策のあり方

・河川はまちの重要な構成要素となっている場合が多く、地域の活
性化や観光の拠点として大きな役割を果たすことが可能であるが、
その活用はまだ不十分。

・良好な水辺景観を再生し、川とまちとの関係を再生するためには、
地域の熱意や熟度を勘案し、地域と一体となった取り組みが重要。

・特に、都市部においては、高度成長期に整備した施設の更新時期
をむかえており、あわせて河川空間の再生することが可能。

・河川は生物の多様性を保つ上で重要な役割を果たしており、河川
工事等によって失われた自然環境を保全・再生し、良好な自然環
境の河川を次世代に引き継ぐことが必要。

・河川の自然環境は、流域や海域等と有機的なつながりの上に成
立しており、自然環境の再生や土砂や水の循環システムの健全化
を進めるためには、地域ニーズの高まりなども踏まえ、地域と一体
となって取り組むことが重要。

３．施設のストックが増加し、更新需要が急激に高まる中で、
守るべき維持管理水準と効率的な維持更新のあり方

・高度成長期に集中的に整備し、更新期を迎える老朽化した河川管
理施設が大量に発生。

・限られた予算と人員・体制で効率的な維持管理を実施が緊急の課
題であり、特に都道府県が管理する中小河川は維持管理の水準
が低い状況。
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御笠川

太宰府市

福岡県

福岡市

名古屋市

庄内川

新川

愛知県

2)陸軍工兵隊ニューオリンズ事務所HP

1)陸軍工兵隊機関誌”River Side” September-October 2004

しょうない

②東海豪雨（H12.9）【愛知県 庄内川・新川】

事業実施後：
想定被害額

約1,200億円

事業実施後の
想定被害額

再度災害
防止費用

東海豪雨の
被害額

被害額
約6,700億円

事業費：計716億円

激特事業の効果：

約5,500億円
相当 716億円の事前投資で

約5,500億円の被害軽減

①ハリケーン・カトリーナ（H17.8）

約20億ドル1)

（約2,200億円）

堤防整備の効果：

最大約1,250億ドル
（約14兆円）相当

約20億ドルの事前投資で
約1250億ドルの被害軽減

被害額
約1,250億ドル
（約14兆円）

事前予防実施時
の想定被害額

「カテゴリー５」
対応費用

ﾊﾘｹｰﾝ･ｶﾄﾘｰﾅに
よる被害総額

※従前よりカテゴリー５（カトリーナと同規模）に対応した整備の必要性を
表明（事前投資が効率的と主張）１）

※被災地区の事業（カテゴリー３対応、2015年完成目標）について、

工兵隊では財源不足による事業の遅れを認識していた。２）

事前の予防対策が上げる大きな被害軽減効果

事業実施後の
想定被害額

再度災害
防止費用

福岡豪雨の
被害額

被害額
約4,639億円

（H11、H15合計）

事業費：計553億円

激特事業の効果：

約4,600億円
相当 553億円の事前投資で

約4,600億円の被害軽減

③福岡豪雨（H15.7）【福岡県 御笠川】
みかさ

１．予防的対策
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戦後最大の豪雨となった平成１６年新潟・福島豪雨の被害を防止

流下能力を約2.3倍に向上

H12水害：家屋浸水707戸
H16水害：家屋浸水ゼロ

H12.7被災状況（五泉市）

整備前

整備後

予防対策により大きな被害低減効果① 【信濃川（新潟県） 】

関屋分水路
H12水害を契機とした

能代川の治水対策

建設通信新聞
(平成16年8月23日)

※ＨＷＬを越えた時点で破堤する氾濫シミュレーション計算によ
り、本川下流部の左右岸各1点で破堤した場合の１番大きい浸水範
囲、浸水深を表しています。

関屋分水路
１８００ｍ

凡例 浸水深 水深の目安

5.0m～2.0m ５.０m ２階の軒下まで浸水する程度。

2.0m～0.5m ２.０m １階の軒下まで浸水する程度。

0.5m未満 ０.５m 大人の膝までつかる程度。

×

×

関屋分水路がなかった場合の浸水想定区域

日本海

防御した浸水被害

約2兆円約15,300戸約60,400戸約800約2300

農地宅地
被害軽減額床下浸水床上浸水

浸水面積（ha）

関屋分水路がなかった場合の浸水想定区域

昭和39～47年に開削された関屋分水路（新潟市） 平成12年水害を契機とした信濃川水系能代（のうだい）川
（新潟県五泉（ごせん）市）の治水対策

五 泉 市

新潟・福島豪雨（Ｈ１６．７）破堤箇所

能代川

信濃川

三 条 市

新 潟 市

１．予防的対策



13

予防対策により大きな被害低減効果② 【太田川（広島県） 】

太田川下流部の治水対策効果

氾濫区域は不明

三篠川、根谷川の合流点付近の被害が解消

放水路通水開始前
（昭和18年9月洪水）
2日雨量298mm
6,700m3/s(西原地点)

放水路完成後
（昭和47年7月洪水）
2日雨量309mm
6,800m3/s(玖村地点)

玖村地点より下流の浸水被害が激減

温井ダム、高瀬堰等の完成後
（平成17年9月洪水）
2日雨量240mm
7,200m3/s(玖村地点)

※浸水面積、被害家屋数は壬辰橋より下流を集計

※浸水面積 ：約2,200ha
被害家屋数：約12,000戸

※浸水面積 ：約200ha
被害家屋数：約1,000戸 ※浸水面積 ：約50ha

被害家屋数：約190戸

洪水被害は着実に減っているものの、可部上流では未改修
区間が多く残り、今なお被害が発生

戦争の混乱期に広島を襲った洪水、
昭和初期では最大級

戦後最大の洪水

昭和18年9月洪水

祗園水門

平成17年9月洪水

川内地区浸水状況 広島市安佐北区宇賀付近

放水路の完成で下流デルタ域の
浸水は皆無

昭和47年7月洪水

痕跡水位

１．予防的対策
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予防対策により大きな被害低減効果③ 【 砂防事業 】

筑後川水系北里川 北里川４号えん堤（熊本県阿蘇郡小国町） 天竜川水系大川 ヒライシ沢砂防えん堤 （長野県岡谷市）

保
全
対
象
（
山
川
温
泉
街
）

土石流・流木を捕捉土石流・流木を捕捉

平成１７年７月９日～１０日豪雨

４号えん堤
建設費

３億円

２９億円

推
定
被
害
軽
減
額

被害額
４億円

※土石流氾濫ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを用いた試算

３３億円※

平成１８年７月１８日～１９日 ７月豪雨

保全対象

山川温泉街
人家３０戸
旅館４戸

公民館２戸
町道１５００ｍ
田畑１０ha等

●●無施設の場合無施設の場合 ●●砂防砂防施設有施設有の場合の場合

赤家屋：被災有り
黒家屋：未被災

保全された温泉施設保全された温泉施設

４号えん堤

砂防堰堤が無い場合に被災
が想定された施設
砂防堰堤が無い場合に被災
が想定された施設

※土石流氾濫シミュレーション
を用いた試算

＜土石流氾濫シミュレーション結果＞＜土石流氾濫シミュレーション結果＞

養護老人ホーム

病院

＜土石流氾濫シミュレーション結果＞＜土石流氾濫シミュレーション結果＞

捕捉後【平成１８年７月２４日 撮影】

ヒライシ沢
砂防えん堤（Ｈ１６完成）

ヒライシ沢

老人ホーム

国道２０号

想定被災区域

病院

人家２戸
国道２０号

病院
老人ホーム

保全対象

●無施設の場合

３．９億円

推
定
被
害
軽
減
額

え
ん
堤
建
設
費

５．９億円

１．予防的対策

補足後【平成１８年７月２４日撮影】
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

０～14才

15～64才

65才以上

水害・土砂災害による地域経済への深刻なダメージ①

ゼロメートル地帯では浸水が長期化
→社会・経済活動が長期間停止するおそれ

災害復旧後も、社会・経済状況等に歪み

○人口構成に影響（ H12～Ｈ17三宅島の噴火による影響）

S22 カスリーン台風（東京他）：都区部は２週間余り浸水
S34 伊勢湾台風（名古屋市他）：４ヶ月以上にわたって浸水
H17 ハリケーン・カトリーナ（ニューオリンズ他）：１ヶ月余り浸水

○観光に影響（H2～H7雲仙普賢岳の噴火による影響）

資料）長崎県観光統計より

風評被害等により、災害前の水準へ回復しない

0

20

40

60

80

100

120

140

元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

長崎県

島原市

H7の噴火収束後も、低水準のまま推移

H2噴火開始

特に低年齢層で、避難先等に定住したと推測、
被災地の人口構成に大きな影響

長崎県内の年次別観光客数の推移

平成１２年
１月１日

平成１８年
１月１日

H18/H12
比

総人口

年少人口
０～14才

生産年齢人口
15～64才
老年人口
65才以上

0.981,0931,114

0.752,8843,845

0.731,6262,234

497 165 0.33

２％減

２７％減

６７％減
ハリケーン・カトリーナによる被災から１年経った今でも地域の復興は進んでいない。

１年後のカトリーナ被災地の状況
・人口46万人のうち、戻ってきたのは半数
・三分の一のゴミがまだ回収されていない
・60%の家に電気が来ていない
・バスの17%しか運行していない
・医者の半数が去り、看護師が1,000人不足
・９つの病院のうち、６つの病院が閉鎖
・再開した公立校は66%
・家賃が40%上昇
・自殺率が300%上昇

（各種新聞報道より）

→ ６５歳以上は同水準に回復し

たが、６５歳未満の年齢層で
は大幅減

阪神・淡路大震災では、神戸港の輸出入額が平成７年に
大きく落ち込み、その後も神戸港のシェア低下が進行

輸出海上貨物の積込港の上位５港の推移（金額ベース）

輸入海上貨物の積込港の上位５港の推移（金額ベース）

H12 H18

○出荷額（H７阪神・淡路大震災による影響）

（資料：輸出入貨物に係る物流動向調査 輸出入貨物物流動向研究会）

平成6年 平成10年 平成15年
1位  　横浜港 (21.8%) 名古屋港 (17.9%) 名古屋港 (19.5%)
2位  　神戸港 (20.3%)  　横浜港 (17.4%)  　東京港 (14.6%)
3位 名古屋港 (17.1%)  　東京港 (17.2%)  　横浜港 (14.4%)
4位  　東京港 (15.0%)  　神戸港 (16.8%)  　神戸港 (13.8%)
5位  　大阪港 ( 5.1%)  　大阪港 ( 4.9%)  　三河港 ( 7.0%)

平成6年 平成10年 平成15年
1位  　神戸港 (16.0%)  　東京港 (16.5%)  　東京港 (17.5%)
2位  　東京港 (14.4%)  　横浜港 (13.6%)  　横浜港 (10.9%)
3位  　横浜港 (14.2%)  　神戸港 (11.2%) 名古屋港 (10.1%)
4位 名古屋港 ( 8.3%) 名古屋港 (10.1%)  　神戸港 ( 9.0%)
5位  　大阪港 ( 6.1%)  　大阪港 ( 8.2%)  　大阪港 ( 8.4%)

※調査期間（７日間）中の各港における輸出入海上貨物（金額ベース）より算出

１年経っても住民が戻らず廃墟となった地区

平成18年12月 パシフィックコンサルタンツ（株）提供

１．予防的対策



16

水害・土砂災害による地域経済への深刻なダメージ②

平成16年7月 新潟・福島豪雨（信濃川水系）

●１階の全ての資料、機械設備が使用不能
●近隣の同社工場を活用し、業務を再開

（株）コロナ提供

平成16年6月 台風16号（肱川水系）

肱川

松下電子工業

平成17年9月 台風14号（大淀川水系）

●宮崎市の富吉浄水場が水没し、土砂の堆積により機器が使用不能
●別の浄水場の能力を最大限に活用したが、約1ヶ月半にわたり夜間

断水となり、完全復旧には半年を要した
●富吉浄水場は過去3回にわたり防水壁の築造・嵩上げ工事を実施し

たが、この浸水被害を受け、さらに2.7mの嵩上げを実施

●平成7年洪水で浸水被害を受け、平成8年
に自らの費用で工場外周擁壁を設置

●平成16年洪水では浸水被害を回避

平成16年7月 福井豪雨（九頭竜川水系）

●鯖江市の伝統工芸品である漆器、和紙が浸水して廃棄処分

（株）福井新聞社提供

１．予防的対策
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

わからない
14.8%

水害・土砂災害対策を
遅らせても、他の施策は

現在と同程度は進めるべき
5.2%

水害・土砂災害対策も、
他の施策と同等に

遅らせてもやむを得ない
9.2%

水害・土砂災害対策を
遅らせても、他の施策は

現在よりもさらに進めるべき
2.7%

他の施策を遅らせても、
水害・土砂災害対策は

現在よりもさらに進めるべき
33.1%

他の施策を遅らせても、
水害・土砂災害対策は

現在と同程度は進めるべき
34.9%

68.0%

「自然災害対策」に対する国民の期待

「自然災害対策」は、国が主体的・重点的・優先的に行うべき施策の一つとして、多くの国民が支持

３．過去の社会資本の貢献度も評価されている

※国の施策が評価されている背景として、
下記のような国民の認識があると考えられる

国民は、「自然災害対策」を過去に最も高い貢献をした施策
として評価している。

１．国が主体的に対策すべきと考えている人が８割以上

２．他の施策よりも優先的に行うべきとの意見が多数

どちらかといえば
復旧対策優先

7.2%

どちらともいえない
6.1%

わからない
2.5%

予防対策優先
54.3%

どちらかといえば
予防対策優先

22.0%

復旧対策優先
8.0%

76.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資料） 調査① 「水害・土砂災害等に関する世論調査」 （H17.6調査、政府世論調査）
調査② 「社会資本の効用等に関する意識調査」 （H18.2～3調査、国土交通省）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今後の社会資本整備に関する事業主体のあり方（機能分野別）

過去の社会資本に対する貢献度評価（機能分野別）

今後の社会資本整備に関する優先度（機能分野別）

予算制約下での水害・土砂災害対策の優先度

予防対策と復旧対策の優先度

優先的に進めるべき 61%

進めるべき
16%

わからない
11%

進める必要がない
12%

国の責任で進めるべき 82%

地方公共団体の責任で進めるべき
15% 民間を中心に進めるべき

1%
わからない
2%

調査した１５分野のうち、「犯罪・テ
ロに対する取組み」（国の責任で
進めるべきが90%）に次ぐ

二番目に高い回答

調査した１７分野のうち、
一番高い回答

約7割の国民が、

水害・土砂災害対策を
他の施策よりも優先す
べきと考えている。

約８割の国民が、
災害を受けてから事後的
に行う「復旧対策」より、
災害を事前に防ぐ
「予防対策」を望んでいる。

・「大いに貢献した」
・「貢献した」（「大いに貢献した」との計）

調査した１５分野のうち、一番高い回答
わからない
2%

大いに貢献した
13%

貢献した 36%

整備が不十分で
貢献しなかった
12%

整備された割に
貢献しなかった
24%

調査②

調査①

調査②

国民は、「復旧対策」よりも「予防対策」を望んでいる

調査①

調査②

１．予防的対策



18

災害の発生するおそれの高い地域で市街化が進展

●●

●

●

●

●
●
●

●
●

●

●

●

●●

●
●

●
●

●

●

●

●

●
●

●

●

●

①1966 （昭和４１年） ②1974 （昭和４９年） ③1986 （昭和６１年） ④1999 （平成１１年）

急傾斜地崩壊危険箇所
24箇所

宅地開発により危険箇所が増加 （広島市佐伯区の事例）

危険箇所の増加に整備が追いつかない

２．ハード・ソフトの役割分担

市営地下鉄

各年代間に整備された交通網

市営地下鉄

各年代間に整備された交通網

国道246号

新幹線

東急田園都市線 第三京浜

国道246号

新幹線

東急田園都市線 第三京浜

小田急小田原線 東急東横線

東
海
道
線

第一京浜

京
浜
急
行
線

南武線

横浜線
第二京浜

小田急小田原線 東急東横線

東
海
道
線

第一京浜

京
浜
急
行
線

南武線

横浜線
第二京浜

東急
こどものくに線

小田急多摩線

東名高速道路

東急
こどものくに線

小田急多摩線

東名高速道路

鶴見川流域における市街化

昭和41年
市街化率：約20％
人口：約70万人

昭和33年
市街化率：約10％
人口：約45万人

昭和30年代中頃より、鉄道網、幹線道路網が流域全
体を上下流問わず縦横断に整備され、市街化が進行

平成16年
市街化率：約85％
人口：約188万人

昭和50年
市街化率：約60％
人口：約120万人
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47.8%

22.5%

11.6%

5.1%

3.6%

0.7%

8.7%

水害・土砂災害に対する低い意識

避難勧告発令時の避難状況

避難判断水位到達情報の
通知までに要した時間の比率

水害への認識の低さ

平成１６年７月
新潟・福島豪雨時のアンケート結果より

Ｑ．この度の水害を経験する以前、あなた
は、刈谷田川からの水があなたのご
自宅まで来ると思っていましたか？

資料） 群馬大学工学部防災研究グループ、国土交通省北

陸地方整備局河川部、新潟県、三条市、見附市、中
之島町「平成１６年７月新潟豪雨災害に関する実態
調査 調査報告書」（２００４年１２月）から作成

回答数
４６６

思っていた
２８．１％

どちらとも
いえない
１２．７％

思って
いなかった
５９．２％

○平成１８年○平成１８年（７月１５日～７月２４日）（７月１５日～７月２４日）

・河川局調べ（調査期間：平成18年8月25日～9月29日
                　調査項目：都道府県名、市町村名、水系名、河川名、勧告等発令日時、発令地区、対象世帯数、対象人数、避難所名、避難人数　対象災害：水害）
・対象人数とは、避難勧告・指示の対象となった人数
・避難人数とは、避難勧告・指示が発令された地区の避難所に避難した人数　（注：よって、親戚等の家に避難した人等は含まれない）
・避難率＝避難人数／対象人数×100　（％）　（注：よって、対象となった人以外が避難所に避難した場合、100％を超えることもある）
・避難人数が不明な避難勧告・指示については、除外した。
・対象世帯数がわかっているものの対象人数が不明な場合、対象人数は以下のように補完した。対象人数＝対象世帯数×都道府県別平均世帯人数（H17国勢調査）
・避難人数には”事前に逃げた人”と”被害が明らかになった後に逃げた人”の区別はされていない。

※）第１回目に通知を実施し、第２回目以降で通知を
実施していないケースを控除している。

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

H14 H15 H16 H17

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%
対象人数

避難人数

避難率

対象人数

避難人数

第１回目の通知
を実施していない

８．７％

0分以上10分未満

10分以上20分未満

20分以上30分未満

30分以上60分未満

60分以上120分未満

120分以上

第１回目の通知を実施していない
【調査対象】

・平成18年の7月豪雨及び台風13号によって

人的・家屋被害が発生した206箇所

災害発生前の避難勧告発令はわずか３％

②災害発生後に避難勧告発令
９％（１９箇所）

【調査対象】

土砂災害危険箇所を有する全国の市町村 （1691市町村）

■地域防災計画における避難勧告の発令基準の記載状況

9% 91%

土砂災害に対して客観的
な基準を定めている

土砂災害に対する客観的な
基準は定めていない

（国土交通省河川局調査 平成18年11月現在）

■避難勧告等の発令状況

（国土交通省河川局調査 ）

・このうち13箇所で犠牲者が21名出ている

【参考】犠牲者が出た箇所の状況

③災害発生前に自主避難
５％（１０箇所）④避難勧告無く、

避難もせず
４３％（８８箇所）

③自主避難
（避難時間不明）

３１％（６４箇所）

③災害発生後に自主避難
９％（１８箇所）

①災害発生前に
避難勧告発令
３％（７箇所）

土砂災害発生前の避難勧告等の発令

２．ハード・ソフトの役割分担

① ② ③ ④ 計

箇所数 2 5 4 2 13

犠牲者数 2 12 5 2 21

平成19年1月 河川局防災課集計
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（棟）

50000
10000
 1000
  100
    1

（棟）

100000
  1000
   100
     1

（箇所数）

4000
1000
 500
 100
   1

（河川数）

20
10
 5
 1

進まない地方自治体におけるソフト対策

水防法に基づく浸水想定区域図水防法に基づく浸水想定区域図建築基準法に基づく災害危険区域（水害）建築基準法に基づく災害危険区域（水害） 洪水ハザードマップ洪水ハザードマップ

建築基準法に基づく災害危険区域（土砂災害）建築基準法に基づく災害危険区域（土砂災害）

公表河川数
（都道府県
管理河川）

公表市町村数
（法定＋任意）
（都道府県管理
河川）

区域内の
建築物数

区域内の
建築物数

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等

指定箇所数
（土石流＋急傾斜
＋地すべりの合計）

20
10
 5
 1

土砂災害警戒情報の提供開始状況土砂災害警戒情報の提供開始状況

開始済

２．ハード・ソフトの役割分担
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③中小河川では低い維持管理水準

①河川管理施設の老朽化が進展 ②更新費用の高騰

都道府県管理河川などの中小河川
を中心に、流量、水位、堤防の状態
（亀裂、漏水等の変状）、樹木の繁
茂状況等の基礎的なデータが欠如

水門、樋門、排水ポンプ等の施設数の増加や、施設の老朽化による、維持
管理コストの増大、故障等の不具合の頻発

ゲート、ポンプ等大型施設はオーダーメイ
ドであり規格化がなされておらず、莫大な
更新費用が必要。更新期間が長いため、
汎用部品についても、部品の製造中止等
により、膨大な更新費用が必要。

0
50

100
150
200
250
300

S1S10S20S30S40S50S60 H7H16
0

2000

4000

6000

8000
設置数（箇所）

累積施設数

設
置

数
（箇

所
）

累
積

施
設

数
（箇

所
）

排水機場・樋門・水門等設置数の推移

昭和４０～５０年代に整備された施設が
今後更新時期を迎える

江戸川 鬼怒川

排水機場

転換が求められる河川等の維持管理

護岸の損傷（洗掘） 流下能力を阻害
する樹木の繁茂

排水ポンプの腐食

ゲート扉体の腐食

阿賀川

筑後川江口排水機場

水門

江戸川水閘門

３．維持管理・更新
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643

243
180

122

491

605
675

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

（ 年度 ）

（
団

体
数

）
進展しない河川環境の改善（うるおいある地域づくり）

河川への関心の高まり

183 262
396

542
713

1,018

1,501

1,943

2,485

134 146 171
305

483 442
542

7937
146

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

～昭34 昭35
～39

昭40
～44

昭45
～49

昭50
～54

昭55
～59

昭60
～平元

平2
～6

平7
～11

平12
～16

累計

期間内設立数

川や水に関する活動を行う団体の年別設立数

河川アドプトプログラム参加団体数

川に関する活動を行う団体は増加

うるおいある地域づくり
のための取り組み

まちづくりと一体となった
賑わいのある川

歴史・文化的要素を
活かした河川

水質浄化により
観光スポットとなった川

水辺に近づき
やすい川と
自然体験の機会の
増大の取り組み

近寄れない川・損なわれた
河川景観の存在

一方で

一方で

一方で

まちに背を向けられた
賑わいのない川

直線的で
無機質な河川

アオコが発生するなど
依然として改善されない
閉鎖性水域の水質

柵に囲まれて
水辺に近づけない川と
川での自然体験の機会
の少ない子どもたち

市民連携を行う上での悩み

一
方
で

○人材
参加者の固定化、高齢化、リーダーの不足等

○資金
継続的な活動のための資金の不足等

○その他
団体間の連携不足等

※河川局調べ

一方で

４．河川の活用方策
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進展しない河川環境の改善（生物の生息・生育環境）

多自然型川づくり・自然再生事業の推進による
良好な河川環境の形成に向けた取り組み

未だ残る課題のある川

＜施工後（約2年）＞
瀬や淵が形成され、水際
のよどみや植物の落とす
影が魚たちの生息場と
なっている。

＜施工前＞

両岸ともコンクリート護岸
で固められ、水辺の生物

の生息場がほとんどない。

河床を平坦化した河川機能しない魚巣ブロック 直線化した河川

一
方
で

魚道整備等による魚の遡上・
生息環境改善に向けた取り組み

ブッシュ
(低木・自然植生等）

よどみ域

ワンド形成

魚道

河川本川において遡上が
阻害されている区間

河川と流域との連続性の分断

し
か
し

依
然

河川と水田・農業水路を利用する魚類の減少

河川と流域との落差解消の取り組み

貫川（福岡県）の多自然川づくりの例 松浦川（佐賀県）の自然再生事業の例

「河川の氾濫原的湿地を再生」「人と生物のふれあ
いの再生」を目標として、地盤の掘り下げ、シード
バンク手法による植生復元などを実施。

昔あった豊かな生態
系を育む湿地環境の
回復

平成１６年９月現在松浦川

し
か
し

依
然

河川と農業水路の落差
解消のため、階段式魚
道等を整備

連続性の確保生物生息環境の改善

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18

ギンブナ ナマズ

確
認

地
点

数

1998

2003

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

H16.3時点
移動可能距離

改良着手前
（H5～H10）

本川延長

距離（km）

魚類の移動可能距離の改善

改善 更なる改善
の必要あり

５．自然環境の保全・再生



24

進展しない河川環境の改善（土砂の移動）

●海岸侵食の進行
・河川からの供給土砂の減少等により、近年海岸侵食が進行。

→ 沿岸域の安全性低下、越波の増大、ウミガメ等生物の生息環境の悪化

●ダム堆砂の進行
・洪水調節容量の減少、

取水施設の機能低下、
・下流の河床低下、

アーマーコート化

●河床低下
・砂利採取やダム堆砂の進行で下流河道で河床低下

→ 河川管理構造物等に被害

●山地・山麓部における大量な土砂生産
・土石流、河道閉塞等の土砂災害の発生
・急激な土砂流出、渓床上昇

常願寺川
（富山県）

2001年

1946年汀線

1962年汀線

2001年汀線

1946年汀線

1962年汀線

2001年汀線

中田島砂丘

海岸侵食が進行

離岸堤（３基）と
養浜を計画

馬込川

中田島砂丘

海岸侵食が進行

離岸堤（３基）と
養浜を計画

馬込川

1946年汀線

1962年汀線

2001年汀線

1946年汀線

1962年汀線

2001年汀線

天竜川・遠州灘（静岡県）

山地における大量な土
砂生産

ダム堆砂進行

みお筋の固定化
河床低下

海岸侵食の進行

阿賀川

●みお筋の固定化
・土砂供給減少に伴い、

みお筋が固定化され、
河道内樹林化の進行

→流出した樹木による
危険性増大

天
竜
川

遠州灘

小渋ダム

５．自然環境の保全・再生


